
会計 項　　　　目 金　　額

一

般

会

計

臨時財政対策債 202億2,727万円

土木債 61億7,425万円

消防債 35億7,993万円

総務債 35億4,256万円

教育債 28億5,664万円

農林水産業債 15億1,355万円

衛生債 13億   746万円

商工債 4億     83万円

減税補てん債 3億8,834万円

公営企業出資債  2億1,030万円

災害復旧債 1億4,049万円

減収補てん債 214万円

臨時税収補てん債 0万円

民生債 0万円 

一 般 会 計	〈合計〉 	403億4,376万円

特

別

会

計

公共下水道事業 45億6,487万円

天辰第一地区土地区画整理事業 14億1,548万円

農業集落排水事業 9億7,112万円

簡易水道事業 8億7,222万円

入来温泉場地区土地区画整理事業 5億4,000万円

漁業集落排水事業 5億1,846万円

国民健康保険直営診療施設勘定 7,155万円
浄化槽事業 3,010万円

特 別 会 計	〈合計〉 89億8,380万円

公営企
業会計

水道事業 48億4,574万円

公 営 企 業 会 計	〈合計〉 48億4,574万円

平成 29年度末全会計市債残高〈合計〉 541億7,330万円①

平成 28年度末全会計市債残高〈合計〉 574億   625万円②

比較増減（①−②） △32億3,295万円

市民１人当たりでは…

平成29年度末市民１人当たりの全会計市債残高 56万6,773円③

平成28年度末市民１人当たりの全会計市債残高 59万5,340円④

比較増減（③−④） △2万8,567円

区　分 平成29年度末
現在高

平成28年度末との
比較増減

山 　 林 7,992万3,082.27㎡ 12㎡減
山 林 以 外 の 
土 地

 1,606万4,917.23㎡ 1,609.5㎡増

建 　 物  63万2,880.70㎡ 4,716.7㎡減

有 価 証 券 4,628万円 −
出 資 に よ る 
権 利

 2億7,416万円 50万円増

債 　 権  6億   593万円 262万円増

基 　 金 211億9,940万円 13億   361万円減

一 般 会 計 特 別 会 計 計

歳 入 ① 581億4,807万円 292億2,186万円 873億6,992万円

歳 出 ② 550億7,634万円  282億4,151万円 833億1,785万円
差 引
（①-②） 30億7,173万円 9億8,034万円 40億5,207万円

翌 年 度 へ  
繰 り 越 す  
べ き 財 源  

③

10億6,027万円 1億   721万円 11億6,747万円

実 質 収 支
（①-②-③） 20億1,146万円 8億7,314万円 28億8,460万円

市債（市の借入金）の現在高平成29年度実質収支

市有財産現在高（平成29年度末）

平
成
29
年
度
決
算
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

平
成
29
年
度
の
一
般
会
計
お
よ
び
特
別

会
計
の
決
算
は
、
１
表
の
と
お
り
歳
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差
引
40
億
５
２
０
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越
す
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11
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４
７
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収
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。

　

ま
た
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般
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計
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債
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０
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し
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今
後
も
引
き
続
き
、
市
債
残
高
を
減
ら

せ
る
よ
う
、
現
在
実
行
中
で
あ
る
財
政
運

営
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
着
実
に
推
進
し
、
適
切

な
財
政
運
営
に
努
め
ま
す
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一 般 会 計

会計区分とは（一般的な市町村の例）

平成29年度決算状況

諸支出金　5,573万円

予備費　0万円

労働費　4,005万円

歳　入
581億4,807万円

歳　出
550億7,634万円

衛生費　73億1,636万円

総務費
91億3,690万円

民生費
144億3,907万円

土木費
57億2,417万円

公債費
62億7,964万円

農林水産業費
26億9,229万円

教育費
44億2,850万円

災害復旧費　3億6,714万円

消防費
25億2,564万円

議会費　2億9,503万円

商工費　17億7,582万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金

株式等譲渡所得割交付金　2,040万円

地方特例交付金　5,703万円

利子割交付金　1,702万円

配当割交付金　2,064万円

自動車取得税交付金　8,720万円

ゴルフ場利用税交付金　3,363万円
財産収入　4億2,081万円
分担金及び負担金
4億9,160万円
地方譲与税　5億1,184万円
使用料及び手数料
8億5,548万円

諸収入　8億5,614万円

地方消費税交付金
17億6,172万円

繰入金
32億4,474万円

繰越金
24億3,894万円

市債
33億3,700万円

県支出金
64億2,586万円
国庫支出金
86億3,026万円 市税　135億8,040万円

地方交付税
151億1,076万円

寄附金 2億1,755万円

 1,459万円

 
交通安全対策特別交付金　1,446万円

用　

語　

解　

説

■ 

翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
…
平
成
29
年

度
に
事
業
を
完
了
で
き
ず
、
平
成
30
年
度
へ

実
施
を
繰
り
越
し
た
事
業
の
財
源

■ 

実
質
収
支
…
歳
入
歳
出
差
引
額
か
ら
翌
年
度

へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た
額
。

地
方
公
共
団
体
の
財
政
運
営
の
良
否
を
判
断

す
る
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。

■ 

一
般
会
計
…
予
算
の
中
心
と
な
る
基
本
的
・

一
般
的
な
会
計
で
あ
り
、
他
の
会
計
に
属
さ

な
い
も
の
は
、全
て
こ
の
会
計
で
処
理
さ
れ
る
。

■ 

特
別
会
計
…
特
定
の
事
業
を
行
う
場
合
や
特

　

 

定
の
歳
入
を
も
っ
て
特
定
の
歳
出
に
充
て
、

一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
と
区
別
し
て
経
理
す

る
会
計
の
こ
と

■ 

普
通
会
計
…
そ
れ
ぞ
れ
の
市
町
村
ご
と
に
各

会
計
の
範
囲
が
異
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

各
団
体
の
財
政
比
較
を
容
易
に
す
る
た
め
、

地
方
財
政
統
計
上
、
統
一
的
に
用
い
ら
れ
る

会
計
で
あ
り
、
一
般
会
計
と
公
営
事
業
会
計

以
外
の
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た
会
計
の
こ
と

■ 

公
営
事
業
会
計
…
自
治
体
の
経
営
す
る
公
営

企
業
な
ど
の
会
計
の
総
称

■ 

民
生
費
…
児
童
・
高
齢
者
・
障
害
者
の
福
祉

な
ど
の
経
費

■ 

総
務
費
…
庁
舎
な
ど
の
維
持
管
理
、
税
金
の

徴
収
、
戸
籍
管
理
、
選
挙
な
ど
の
経
費

■ 

衛
生
費
…
保
健
衛
生
や
環
境
対
策
、
ご
み
処

理
対
策
な
ど
の
経
費

■ 

公
債
費
…
こ
れ
ま
で
の
施
設
整
備
な
ど
で
借

り
た
お
金
の
返
済
の
た
め
の
経
費

■
商
工
費
…
商
工
業
や
観
光
振
興
な
ど
の
経
費

■
労
働
費
…
労
働
者
福
祉
な
ど
の
経
費

■ 

国
庫
支
出
金
…
特
定
の
事
業
に
対
し
て
、
国

か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

■ 

繰
入
金
…
基
金
の
取
り
崩
し
や
他
会
計
か
ら

入
れ
る
お
金

■
繰
越
金
…
前
年
度
か
ら
繰
り
越
さ
れ
た
お
金

■ 

分
担
金
及
び
負
担
金
…
土
地
改
良
や
保
育
園

の
保
育
料
な
ど
、
事
業
実
施
に
伴
う
受
益
者

か
ら
の
分
担
金
・
負
担
金

平成29年度決算概要　

地 方 自 治 法 に
よ り 事 務 処 理
を す る 会 計

一般会計  普通会計 教育、社会福祉、土木、消防などの自治体の行政運営の
基本的な経費

特別会計

　公営事業会計

　国民健康保険事業会計

　老人保健医療事業会計

　介護保険事業会計

　後期高齢者医療事業会計

　農業共済事業会計

　公立大学附属病院事業会計

地方公営企業法により事務処理をす
る会計

　公営企業会計

法適用企業 水道、電気、ガス、病院などの事業

法非適用企業 簡易水道、下水道、港湾整備、観光施設などの事業

＊計などについては、端数処理の関係で一致しない場合があります。
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